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１. 経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 
 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出環境の改善や年度後半に消費税率引上げに伴う駆け込み

需要が高まったことにより、生産活動に一部増加の動きが見られたものの、新興国をはじめとする景気

の減速が懸念されるなど、先行き不透明な状況の中で年度末を迎えました。 

 

このような状況のもと、当社グループにおいては、高品質・高付加価値製品の販売強化や原燃料高騰

に伴う販売価格の是正に努めたほか、事業全般にわたるコストダウンを図りました。 

 

電子材料向け製品などは本格的な需要回復には至らないものの、グループ各社で積極的な営業活動や

コストダウンに努めた結果、当連結会計年度の売上高は86,141百万円（前年度比8.1％増）となり、損

益面においても、営業利益は3,556百万円（前年度比30.9％増）、経常利益は3,310百万円（前年度比14.9％

増）、当期純利益は1,340百万円（前年度比38.4％増）となりました。 

 

セグメントの業績は、以下のとおりです。 

 

（化学事業） 

電子材料向けは、電極材料は堅調に推移し、誘電体材料も回復の動きを見せましたが、一部の高機能

バリウム製品などが振るわず、微減となりました。 

プラスチック関連は、衛生材料や塩ビ安定剤、着色剤などが伸長し、増収となりました。 

酸化チタンは、高機能品の拡販に努めましたが、一部の用途向け製品が振るわず、微減となりました。 

有機化成品は、光学材料向けイオウ製品などが伸長し、増収となりました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は74,780 百万円（前年度比 9.7％増）となり、営業利益は 4,236

百万円（前年度比 16.7％増）となりました。 

 

（医療事業） 

医療用では、消化性潰瘍・逆流性食道炎治療薬「アルロイドＧ」は伸び悩みましたが、内視鏡洗浄消

毒器などの医療機器やＸ線バリウム造影剤が堅調に推移し、増収となりました。また、ヘルスケア関連

の改源ブランド製品や健康食品などが伸び悩み、減収となりました。 

この結果、当セグメントの売上高は 9,362 百万円（前年度比 2.3％減）となりましたが、営業利益は

800百万円（前年度比 51.9％増）となりました。 

 

（その他） 

路面標示・道路標識の設置工事などにおいて積極的に営業活動を展開するとともに、工事用資材の販

売にも注力した結果、当セグメントの売上高は1,999 百万円（前年度比 5.3％増）となりました。また、

損益面においても、コストダウンなどによる工事利益率の向上に努め、営業利益は 133 百万円（前年度

比 16.3％増）となりました。 

 

今後の見通しにつきましては、輸出や雇用・所得環境の改善などを背景に、景気の回復基調が続く

ことが期待されますが、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が懸念されるとともに、原燃料価

格および電気料金の上昇などにより、当面は厳しい状況が続くものと予想されます。 

  

なお、翌連結会計年度の売上高は91,000百万円、営業利益は4,200百万円、経常利益は3,800百万円、

当期純利益は2,100百万円を見込んでおります。 
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（２）財政状態に関する分析 
 

① 資産、負債、資本の変動状況 

 

総資産は112,476百万円と前連結会計年度に比べ1,086百万円増加しました。これは、主として有形

固定資産、無形固定資産がそれぞれ減少したものの受取手形及び売掛金及び投資有価証券が増加し

たことによるものです。負債は34,857百万円と、前連結会計年度に比べ144百万円減少しました。こ

れは、主として買掛金は増加したものの短期借入金が減少したことによるものです。 

 また、少数株主持分を除く純資産は75,195百万円となり、前連結会計年度に比べ1,104百万円増加

しました。なお、自己資本比率は66.9％となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは4,026百万円と前連結会計年度に

比べ994百万円減少しました。これは、主として売上債権が増加したことと法人税等の支払額が増加

したことによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローは△2,390百万円と前連結会計年度

に比べ463百万円増加しました。これは、主として固定資産の取得による支出が減少したことによる

ものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは△2,029百万円と前連結会計年度

に比べ376百万円減少しました。これは、主として借入れによる収入が減少し、借入金の返済による

支払いが増加したことによるものです。 

 

以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ204

百万円減少し、17,061百万円となりました。 

 

なお、当グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 

  平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期

自 己 資 本 比 率 (％) 60.2 60.7 66.8 66.5  66.9

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 (％) 40.5 35.3 29.3 26.1  28.3

債 務 償 還 年 数 (年) 1.3 1.6 7.3 2.7  3.0

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ (倍) 53.9 53.4 11.6 34.6  32.4

自 己 資 本 比 率 ： (純資産－少数株主持分)／総資産 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

債 務 償 還 年 数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

ｲ ﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）算出に利用した数字のベース 

ⅰ．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

ⅱ．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 

 

堺化学工業株式会社(4078)平成26年３月期決算短信

－ 3 －



 

（３） 利益配分に関する基本方針及び当事業年度・翌事業年度の配当 
 

剰余金の配当につきまして当社は、株主の皆様への安定した利益還元を経営の最重要課題のひとつ

と位置づけたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を図るとともに利

益動向や経営環境を勘案し、年2回の配当を実施することを基本方針としております。 

今後も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入することにより、

持続的な成長と企業価値の向上ならびに株主価値の増大に努めてまいります。 

当事業年度末の配当金につきましては、１株当たり４円とし、中間配当４円とあわせまして年間８

円とさせていただくことにいたしました。 

また、翌事業年度の配当金は業績予想を勘案して年間１株当たり８円を予定しております。 
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２．企業集団の状況 

 

 

当社の企業集団は、当社、連結子会社 18 社、非連結子会社３社で構成され、化学工業製品

の製造販売を主な事業とし、その他の関連事業を行っております。 

主な事業の内容と各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりです。 

なお、次の３事業は「セグメント情報」に掲げるセグメントの区分と同一であります。 

 

（化 学） 

当事業の事業内容は以下のとおりです。 

○酸化チタン製品……ルチル型酸化チタン、アナタース型酸化チタン等 

○樹 脂 添 加 剤       ……金属石鹸、鉛安定剤、錫安定剤、脱鉛安定剤等 

○バリウム製品       ……硫酸バリウム、炭酸バリウム、炭酸ストロンチウム、硝酸ストロンチ
ウム等 

○触 媒 製 品       ……脱硝触媒、ダイオキシン分解触媒、還元ニッケル触媒、オゾン分解触
媒等 

○電 子 材 料       ……高純度誘電体粉末、高純度硫化亜鉛等 

○亜 鉛 製 品       ……酸化亜鉛、亜鉛末、透明性亜鉛白等 

○その他の化学品……化粧品用原料、有機燐化合物、有機硫黄化合物、水処理剤、有機顔料、
加工顔料、機能剤分散体、感光剤中間体、路面標示材、カラー舗装・ 
塗工材、医薬品原薬・中間体、不織布、その他の無機及び有機化学品 

以上の製品の製造及び販売を行っております。 

また、当事業に携わっている関係会社は以下のとおりです。 

堺化学工業㈱、堺商事㈱、大崎工業㈱、レジノカラー工業㈱、共同薬品㈱、ＳＣ有機化

学㈱、日本カラー工業㈱、SAKAI CHEMICAL (VIETNAM) CO., LTD.、博光化学工業㈱、

㈱片山製薬所、SAKAI TRADING NEW YORK INC.、SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.、

SAKAI TRADING EUROPE GmbH、堺商事貿易（上海）有限公司、台湾堺股份有限公司、

PT. S&S HYGIENE SOLUTION、SAKAI TRADING (THAILAND) CO., LTD.、常磐化成㈱、

韓国堺商事㈱ 

 

（医 療） 

当事業の事業内容は以下のとおりです。 

○医療用医薬品       ……バリウムＸ線造影剤、消化性潰瘍・逆流性食道炎治療薬等 
○一般用医薬品       ……感冒薬・胃腸薬等 
○その他の製品       ……機能性食品、医療機器等 

以上の製品の製造及び販売を行っております。 

また、当事業に携わっている関係会社は以下のとおりです。 

カイゲンファーマ㈱ 

 

（その他） 

工事関連事業等を含んでおります。 

また、当事業に携わっている関係会社は以下のとおりです。 

ラインファルト工業㈱、北海道ラインファルト㈱ 
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子会社は、次のとおりです。 

 

連結子会社 

堺商事㈱ 化学工業製品の販売ならびに輸出入 

カイゲンファーマ㈱ 医薬品及び医薬部外品の製造ならびに販売 

大崎工業㈱ 化学工業製品の製造ならびに販売 

レジノカラー工業㈱ 化学工業製品の製造ならびに販売 

共同薬品㈱ 化学工業製品の製造ならびに販売 

ＳＣ有機化学㈱ 化学工業製品の製造ならびに販売 

ラインファルト工業㈱ 道路標識及び路面標示工事 

日本カラー工業㈱ 化学工業製品の製造ならびに販売 

SAKAI CHEMICAL (VIETNAM) CO.,LTD. 化学工業製品の製造ならびに販売 

博光化学工業㈱ 化学工業製品の製造ならびに販売 

㈱片山製薬所 化学工業製品の製造ならびに販売 

SAKAI TRADING NEW YORK INC. 化学工業製品の販売ならびに輸出入 

SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.  化学工業製品の販売ならびに輸出入 

SAKAI TRADING EUROPE GmbH 化学工業製品の販売ならびに輸出入 

堺商事貿易（上海）有限公司 化学工業製品の販売ならびに輸出入 

台湾堺股份有限公司 化学工業製品の販売ならびに輸出入 

PT. S&S HYGIENE SOLUTION         化学工業製品の製造ならびに販売 

SAKAI TRADING (THAILAND) CO.,LTD. 化学工業製品の販売ならびに輸出入 

 

非連結子会社 

常磐化成㈱ 化学工業製品の製造ならびに販売 

北海道ラインファルト㈱ 道路標識及び路面標示工事 

韓国堺商事㈱ 化学工業製品の販売ならびに輸出入 

 

 

              （注）堺商事㈱は、東京証券取引所第二部に上場しております。 
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　　事業の系統図は次のとおりであります。

（注）１． は製品の流れを示しております。

２． グループ内部の製品以外の流れは多岐に亘るため、記載を省略しております。

３． すべての非連結子会社は、持分法を適用しておりません。

堺
化
学
工
業
㈱国内における販売会社（化学）

連結子会社 堺 商 事 ㈱

海外における販売会社（化学）

SAKAI TRADING NEW YORK INC.

SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.

SAKAI TRADING EUROPE GmbH

堺商事貿易(上海)有限公司

台湾堺股份有限公司

SAKAI TRADING (THAILAND) CO.,LTD.

非連結子会社 韓国堺商事㈱

連結子会社

海外における製造会社（化学）

SAKAI CHEMICAL (VIETNAM) CO.,LTD.

PT. S&S HYGIENE SOLUTION
連結子会社

国内における製造会社（医療）

連結子会社 カ イ ゲ ン フ ァ ー マ ㈱

国内における工事関連事業会社等（その他）

連結子会社 ラ イ ン フ ァ ル ト 工 業 ㈱

非連結子会社 北 海 道 ラ イ ン フ ァ ル ト ㈱

国内における製造会社（化学）

大 崎 工 業 ㈱

レ ジ ノ カ ラ ー 工 業 ㈱

共 同 薬 品 ㈱

Ｓ Ｃ 有 機 化 学 ㈱

日 本 カ ラ ー 工 業 ㈱

博 光 化 学 工 業 ㈱

㈱ 片 山 製 薬 所

非連結子会社 常 磐 化 成 ㈱

連結子会社
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３．経営方針 
 

 

（１）経営の基本方針 
 

当グループは『グループの総合力を最大限に高め、社会のニーズにタイムリーに応える事業活動を展

開する。以て盤石な経営基盤を構築し社会的貢献を希求する』ことを経営理念としております。 

 

 （２）中長期的な経営戦略 
 

当グループは、平成 25 年度から平成 27 年度にかけての新中期経営計画『 躍進！over 1000 』を策定

しました。課題解決のために『 躍進！over 1000 』では、次の項目に取り組んでいます。 

 

１．収益性の高い新製品(新商品)の開発・拡販の加速 

① ４つの関連する材料（電子材料、プラスチック関連材料、環境・エネルギー材料、医療・ヘル

スケア材料(製品)）の中でも、収益性の高い新製品(新商品)の開発・拡販に重点を置く。 

②  グループや組織の垣根を越え、経営資源を集中させて収益向上を実現する。 

２．コア技術の深化・拡大と新技術の獲得 

① 堺化学グループのコア技術である、「無機粉体プロセッシング技術(超微粒子化、超高純度化、

高分散化、各種表面処理、粒子形状制御)」「有機合成技術(イオウ化合物、リン化合物)」「医

薬品製造技術」の深化・拡大を図る。 

② 堺化学グループが保有しない斬新な技術や保有すべき技術資源は、外部から積極的に導入する。 

３．研究開発の方向性 

① 燃料電池部材や非アンチモン系 PET 重合用触媒、非ハロゲン系難燃剤、応力発光体、長波長紫

外線遮蔽化粧品材料（PA++++対応）などの有望な新製品を飛躍的に伸ばす。 

② 水素エネルギー社会到来に備えた研究開発をはじめとし、グループ業績進展の成長エンジンと

なるシーズを絶えず発掘する。 

４．既存製品や新製品の拡販実現の為の戦術・具体的施策の着実な展開（ＰＤＣＡサイクルの反復） 

５．グローバル化の推進 

① 海外工場の早期軌道化と操業度アップにより、価格競争力を実現する。 

② 海外の商事会社の一段の活性化を図り、取扱い商材の拡大や内外顧客の新規開拓を実現する。 

６．サポート部門の取組み 

① 経営効率を高めるためのグループガバナンス強化に向けて、堺化学のサポート部門はグループ

会社に対して指導・支援機能を発揮する。 

② グループ間での人的流動性を高め、成長ドライバーとなる事業に人的資源を集中配置する。 

③ 基幹システムの更改を進め、内部統制の目的である「業務の有効性及び効率性」「財務報告の

信頼性」を達成する。 

④ ＢＣＭＳ（事業継続管理システム）運用の実効性を伴った高度化を図る。 

７．事業（工場）の安定・安全操業 

① 安全衛生に関しては、特にリスクアセスメントを実施し事前対策等予兆管理に努める。 

② 品質マネジメントシステムの効果的な運用を通じて顧客満足の一段の向上を図る。 
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（３）対処すべき課題 
 

当グループにおいては、『 躍進！over 1000 』に基づき、次の項目を中心に課題解決に向けて取り組ん

でいます。 

 

１．新製品（新商品）開発・上市のスピードアップ、その過程に於ける開発部門（技術部門）と営業部門

のコミュニケーション強化 

２．業務遂行上、戦略、戦術の時宜を得た立案・見直し、それに対応する施策のＰＤＣＡサイクルの徹底  

３．経営資源（ヒト、モノ、カネ、技術等の目に見えない資産）の選択と集中 

４．既存海外事業の充実と新たな展開 

５．グループ経営方針の徹底とグループガバナンスの強化 

６．情報システムの早期更新を通じた業務の効率化・正確化の追求 

７．基盤事業（工場）の安定・安全操業に向けた品質管理、安全衛生活動、コストダウンの一段の強化 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

 

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

 

１．連結の範囲に関する事項 

 

（１）連結子会社の数   18 社 

連結子会社名は「企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。なお、SAKAI 

TRADING (THAILAND) CO.,LTD.は重要性が増したため、当連結会計年度より、連結の範

囲に含めております。 

（２）非連結子会社の数  ３社 

非連結子会社名は「企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等のいずれも少額であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

すべての非連結子会社及び関連会社は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす

影響は軽微であり、全体として連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法は

適用しておりません。 

なお、非連結子会社名及び関連会社名は「企業集団の状況」に記載しているため、省略して

おります。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日（３月 31 日）と異なる子会社は次のとおりであり

ます。 
 

                              会 社 名        決 算 日        

SAKAI CHEMICAL (VIETNAM) CO. ,LTD. 12 月 31 日 

SAKAI TRADING NEW YORK INC. 12 月 31 日 

SAKAI AUSTRALIA PTY LTD. 12 月 31 日 

SAKAI TRADING EUROPE GmbH 12 月 31 日 

堺商事貿易（上海）有限公司 12 月 31 日 

台湾堺股份有限公司 12 月 31 日 

PT. S&S HYGIENE SOLUTION          12 月 31 日 

SAKAI TRADING (THAILAND) CO.,LTD．     12 月 31 日 

 

連結財務諸表作成に当たっては、個々の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は主として総平均法により算

定しております。） 

時価のないもの・・・主として総平均法による原価法 

 

②たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

・・・主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法により算定） 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

①有形固定資産 

主として定率法によっております。ただし、平成 10 年 4 月 1日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 及 び 構 築 物              ３～６０年 

機械装置及び運搬具              ２～１５年 

 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

 

③役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づ

き計上しております。 

 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上

しております。 
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（４）退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属 

させる方法については、期間定額基準によっております。 

     ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

       過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５ 

年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以 

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会 

計年度から費用処理することとしております。 

     ③小規模企業等における簡便法の採用 

       連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末 

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。 

 

（５）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま

す。 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段……為替予約 

  ヘッジ対象……輸出取引による外貨建売上債権、輸入取引による外貨建仕入債務等

及び外貨建予定取引 

ｂ ヘッジ手段……金利スワップ 

  ヘッジ対象……変動金利借入金 

 

③ヘッジ方針 

ヘッジ対象に係る為替変動リスクは外貨建債権債務の残高の範囲内でヘッジしてお

り、金利変動リスクは変動金利借入金の一部について、ヘッジしております。 
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④ヘッジ有効性の評価方法 

為替予約は、予約締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期

日の為替予約をそれぞれの外貨建債権債務に振当てているため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確保されているので、当連結会計年度末における有効性

の評価を省略しております。 

金利スワップは、契約締結時にリスク管理方針に従って、同一金額で同一期日の金利

スワップをそれぞれの変動金利借入金に振当てているため、その後の市場金利の変動

による相関関係は完全に確保されているので、当連結会計年度末における有効性の評

価を省略しております。 

 

（７）のれんの償却方法及び償却期間 

その効果の発現する期間を個別に見積もり、20 年以内の合理的な年数で均等償却を行って

おります。 

 

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

 

（９）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更） 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退

職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 25 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会

計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67

項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給

付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用を退職給付に係る負債に計上しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱

いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累

計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。なお、これによる総資産、負債及び

純資産に対する影響は軽微であります。 
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（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、
経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品・サービス別の管理体制を置き、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的
な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、管理体制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「化学
事業」及び「医療事業」の２つを報告セグメントとしております。

「化学事業」は、化学工業製品を製造・販売し、「医療事業」は、医薬品及び医薬部外品等を製造・販売
しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は営業利益であり、その会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本とな
る重要な事項」における記載と同一であります。

セグメント間の内部売上高または振替高は、市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表計上額

（注１） （注２､３） （注４）
化学 医療 計

売 上 高

（１）外部顧客への売上高 68,194 9,580 77,775 1,898 79,673 - 79,673

セグメント間の内部
（２） 1,645 - 1,645 0 1,645 △1,645 -

売上高または振替高

計 69,840 9,580 79,420 1,898 81,318 △1,645 79,673

セグメント利益 3,630 527 4,157 115 4,272 △1,556 2,715

セグメント資産 65,165 8,493 73,658 915 74,573 36,815 111,389

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費 3,159 235 3,395 10 3,405 157 3,562

有形固定資産及び無
3,014 104 3,118 9 3,128 37 3,166

形固定資産の増加額

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事関連事業などを含ん
でおります。

２．セグメント利益の調整額△1,556百万円には、セグメント間取引消去6百万円、各報告セグメントに
配分していない全社費用△1,563百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属し
ない提出会社の一般管理費であります。

３．セグメント資産の調整額は、取締役会にセグメント別に報告されている売掛金、たな卸資産、有形
固定資産及び無形固定資産以外の資産であります。

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額 連結財務諸表計上額

（注１） （注２､３） （注４）
化学 医療 計

売 上 高

（１）外部顧客への売上高 74,780 9,362 84,142 1,999 86,141 - 86,141

セグメント間の内部
（２） 1,762 - 1,762 - 1,762 △1,762 -

売上高または振替高

計 76,543 9,362 85,905 1,999 87,904 △1,762 86,141

セグメント利益 4,236 800 5,037 133 5,171 △1,615 3,556

セグメント資産 67,739 11,969 79,709 1,532 81,241 31,234 112,476

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費 3,024 205 3,230 11 3,242 140 3,383

有形固定資産及び無
2,607 201 2,808 17 2,826 50 2,876

形固定資産の増加額

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事関連事業などを含ん
でおります。

２．セグメント利益の調整額△1,615百万円には、セグメント間取引消去△23百万円、各報告セグメント
に配分していない全社費用△1,591百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属
しない提出会社の一般管理費であります。

３．セグメント資産の調整額は、取締役会にセグメント別に報告されている売掛金、たな卸資産、有形
固定資産及び無形固定資産以外の資産であります。

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日

至 平成25年３月31日） 至 平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 745円32銭 １株当たり純資産額 756円62銭

１株当たり当期純利益 9円56銭 １株当たり当期純利益 13円49銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

項 目 （自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日

至 平成25年３月31日） 至 平成26年３月31日）

当期純利益（百万円） 968 1,340

普通株式に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 968 1,340

普通株式の期中平均株式数（千株） 101,320 99,397
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（重要な後発事象） 
 
    該当事項はありません。 
 
 
（開示の省略） 

 

セグメント情報、１株当たり情報、重要な後発事象以外の注記事項については、決算短信におけ

る開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたしております。 
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５．その他 

 

（１）役員の異動（平成 26 年６月 27 日付） 

①代表取締役の異動 

やぶ  なか      いわお 

代表取締役会長    藪  中      巖   (現 代表取締役社長) 

や    べ    まさ  あき 

代表取締役社長    矢  部  正  昭   (現 取締役) 

②取締役の昇格 

おお   ば        たかし 

常 務 取 締 役    大  場      隆   (現 取締役) 

③新任取締役候補者 

よし  おか       あきら 

吉  岡      明    (現 顧問) 

ちか   だ    みつ  あき 

近  田  光  昭    (現 触媒事業部長) 

さ    ど        めぐむ 

佐  渡      恵    (現 人事部長) 

④退任予定取締役 

あ    べ   かず  のぶ 

代表取締役会長    安  倍  一  允   (相談役に就任予定) 

にし  お         あきら 

専 務 取 締 役    西  尾      彰   (監査役に就任予定) 

ふく  だ    けんたろう 

常 務 取 締 役    福  田  健太郎   (カイゲンファーマ㈱専務取締役に就任予定) 

⑤新任監査役候補者 

にし  お         あきら 

西  尾      彰    (現 専務取締役) 

⑥退任予定監査役 

なが  さわ   まさ  ゆき 

監    査    役    長  澤  正  行 

以  上 
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